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軽水炉による原子力発電を止めてもエネルギー資源の埋蔵量枯渇は 7 年早まるだけである 

北大工 藤井義明 
 
1. はじめに 
 2011 年 3 月 11 日 14:46 に 2011 年東北地方太平洋沖地震

（M9.0）が発生した。この地震とその後の大津波によって東京

電力福島第一原子力発電所の冷却機能が失われ、メルトスル

ー・水素爆発等により 850 PBq（原子力保安院推定）の放射性

物質が漏れ、7 月 19 日付けの東電ロードマップによれば冷温

停止までにあと 3 ヶ月～6 ヶ月かかるとされている。この放射性

物質の量は、広島型原爆（15 kT）20 発分、1986 年チェルノブ

イリ原子力発電所事故の 1/10 といわれている。ちなみに、

1945 年から 1980 年までに広島・長崎を含め 504 回、440 MT
の大気圏内核爆発が行われ、世界中に人為的に放射性物質

がばら撒かれたが（Fujii, 2011）、この内、核分裂の合計収量

は 189 MT なので、チェルノブイリ原子力事故 63 回分、福島

第一原発の 630 回分にあたる。 
 有名な過去の原子力事故の 1979 年スリーマイル島原子力

発 電 所 事 故 は 、 国 際 原 子 力 事 象 評 価 尺 度 （ INES, 
International Nuclear Event Scale）でレベル 5、チェルノブイリ

がレベル 7 である。福島第一原発の事故については、原子力

保安院は 3 月 12 日の時点でレベル 4、18 日に暫定的にレベ

ル 5 にすると発表したが、日本政府は 4 月 11 日にレベル 7 で

あると発表した。 
 この事故は、今後の世界のエネルギー政策に大きな影響を

与えつつあり、たとえば、スイス政府は 5 月 25 日 2034 年まで

の脱原発政策を決定した。ドイツでは 6 月 6 日に国内全ての

原発を 2022 年までに停止することなどを定めた案が閣議決定

された。イタリアでは 6 月 12～13 日に行われた原子力発電所

の再開の是非を問う国民投票で反対が 94.05%となった。我が

国では菅首相が 7 月 19 日の予算委員会で個人的な考えとし

て「脱・原発依存」の方針を打ち出した。一方、フランス政府・

ロシア政府・アメリカ政府は原子力政策に変更なしという対場

のようである。 
 ここでは、エネルギー資源の埋蔵量と未来などについてデ

ータを示し、読者の判断材料としたい。 
 
2. 鉱石ウランのエネルギー供給に対する寄与 
 一次エネルギー消費量が現在のまま変らないと仮定すれ

ば、主要なエネルギー資源の埋蔵量は 74 年で枯渇する（Fig. 
1a、藤井・石本、2011）。もちろん、埋蔵量の枯渇は資源量の

枯渇を意味しないし、新しい鉱床の発見や新技術により埋蔵

量は増加するが、人口増加や経済発展によるエネルギー消

費量増加で可採年数は減少するので、74年という値には目安

という程度の意味はある。鉱石ウランの可採年数は 123 年

(OECD/NEA-IAEA URANIUM2009)であり、一次エネルギー

の 5.8%を賄っているので、鉱石ウランだけで一次エネルギー

を賄おうとすると 7 年分にしかならない。したがって、鉱石ウラ

ンを使うのを止めたとしても、主要なエネルギー資源の埋蔵量

の枯渇が 74 年から 67 年になるだけで大した違いはない。 
 これに、シェールガス・オイルシェール・メタンハイドレートの

推定埋蔵量を加えると埋蔵量の枯渇は 153 年後になる（Fig 
1b）。この場合も、鉱石ウランがない場合は 153 年が 146 年後

になるだけである。 
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(b) Estimated reserves of shale gas, oil shale and methane 
hydrate are considered. 
Fig. 1 Exhaustion of reserves of major energy resources. 
 
 もちろん、今すぐに原発を全て止めると、電力が不足してし

まうが、30 年程度かけて火力発電所を増設し、流通体制を整

えれば徐々に原発をなくすことは可能である。また、MOX 燃

料はウランを数割節約するだけなので、7 年が 9 年になる程度

であり、やはり大差なく、むしろ核廃棄物処理の意味合いが強

い。 
 ただし、主要なエネルギー資源の埋蔵量枯渇後も人類が今

と同じような文化生活を営もうとするならば、現在の技術の延

長線上で実用可能性がある大量エネルギーは、以下に述べ

るようないずれも核エネルギーである。 
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3. 高速増殖炉 
 軽水炉では主にウラン鉱石中に 0.7%含まれるウラン 235（残

りはほとんどウラン 238）の核分裂でエネルギーを得るが、高速

増殖炉では、核分裂の際に放出される中性子によりウラン 238
をプルトニウム 239 にしてプルトニウムの核分裂によりエネルギ

ーを得る。同じ量のウラン鉱石から概略 100 倍のエネルギーを

得ることができ、電力あたりの廃棄物も概略 1/100 となる。負荷

変動への追従性もよい（常磐井、2011）。 
 したがって、これから全てのウランを高速増殖炉で使えば一

次エネルギーを 700 年賄うことができる。ただし、冷却に金属

ナトリウムを使うことなどに起因する技術的課題が多く、すぐに

実用化するのは難しいと考えられる。資源エネルギー庁の資

料（http://www.enecho.meti.go.jp/policy/nuclear/pptfiles/0602-
5.pdf）によると 2025年頃に実証施設、2050年前に商業ベース

の導入とされている。しかしながら、福島第一原子力発電所の

事故で、運転中止中のもんじゅの運転再開に目処が立ってい

ないことに象徴されるように、開発は大幅に遅れるのではない

かと予想される。 
 
4. トリウム 
 トリウム 232 はトリウム 233、プロトアクチニウム 233 を経てウラ

ン 233 となり核分裂による発電に利用することができる（マッケ

イ、2010）。トリウムは主にトルコ・オーストラリア・インド・ノルウェ

ー・アメリカ・カナダなどに賦存するモナザイト（CePO4）から、レ

アアース、燐とともに得られ（インドのモナザイトのトリウム品位

は 8%である）、インドでは既にウラニウムと混合して発電に用

いられている。既知埋蔵量は 1.58 Mt、資源量は 6 Mt である。

発電に必要なトリウムの量が 278 Pg/kWh なので既知埋蔵量

により 2.04 x 1022 J の発電が可能であり、このエネルギーは、

2008 年のエネルギー消費量（IEA, 2010）、3.53 x 1020 J (8428 
Mtoe)の 58 年分にあたる。前述のように、原子力発電はエネ

ルギー消費量の 5.8%を賄っている（IEA, 2010）ので、ウランの

後継としての可採年数は 1000 年ともいえる。トリウムは、核分

裂時にプルトニウムを生成しない、使用済み核燃料に含まれ

るタリウムが強烈な放射線を発する等の特徴から、核兵器に

転用しづらいという欠点を有し、従来あまり積極的に利用され

て来なかったが、二酸化炭素排出を削減して温暖化を防止す

るという題目の下での原子力発電推進においては、上記特徴

が核不拡散の観点から核保有国にはむしろ歓迎されている。 
 トリウムはもともとほとんどが核分裂するので高速増殖炉のよ

うな原理で可採年数を大幅に増やすことはできない。 
 
5. 海水ウラン 
 海水中には濃度 3.3 ppb で 4.5 Gt のウランが炭酸ウラニルの

形で溶けている（Davies et al., 1964, 堀部ら、1986）。このウラ

ンはもともと河川から海洋へ流入している年間27 kt のウランに

起因している。海水は飽和しているので現在流入しているウラ

ンは海底に沈殿する。海洋プレートの平均寿命を 1.67 億年と

仮定すると、海底表層堆積物中に 4.5 Tt のウランが賦存する

ことになる。ウランは年間 27 kt がプレートとともに沈み込むが、

プレートと海底堆積物の一部はマグマとなり、地殻に火成岩の

成分としてウランを供給する。なお、マントル中のウラン 238、

235 濃度はそれぞれ 30.8、0.22 ppb である（Turcotte & 
Scubert, 2002）。 
 海水中のウラン資源量の 25%が利用できると仮定すれば、

埋蔵量は 1.1 Gt となる。現在の消費量 67 kt/y で除せば 1.7
万年分、原子力発電がエネルギー消費量の 5.8%を賄ってい

ることを考慮すれば、世界の一次エネルギー消費 1000 年分と

なる。もっとも、鉱石ウランでも今すぐ高速増殖炉のみに転換

できれば世界の一次エネルギーを賄って 720 年分と膨大な量

になる。MOX 燃料ではウランを 2～3 割しか節約できないこと

は既に述べた。 
 海水が未飽和となった場合に海洋堆積物中のウランが溶出

し、海水中のウラン濃度が一定になる可能性も指摘されている

（玉田ら、2006）。Ulrich et al. (2009)に示されている、炭酸の

存在下でのいくつかの条件下におけるウラニナイト溶解速度

定数の最小値 1.58 x 10-12 mol/(m2 s)を用い、海底堆積物中

のウランが粒径 1 Pm～1 mm で沈殿していると仮定、ウラニナ

イトの平均的な密度として 8600 kg/m3 を用い、ウラニナイト表

面は全てウランを含まない海水流に接していると仮定すると、

溶出量は 42 Gt/y～42 Mt/y と計算される。この溶出量は、世

界の一次エネルギー全てを賄うための捕集量 1 Mt/y よりも十

分大きく、海水が不飽和となった場合には溶出による濃度の

回復が期待できる。仮に、海底堆積物中のウランの1/4が捕集

可能とすれば世界の一次エネルギー全てを賄うための 1 Mt/y
のウランを 100 万年にわたって捕集できることになる。 
 海水ウランの捕集は、タンニン捕集材（日経産業新聞、

2010）等を装備したモール状捕集システム（玉田ら、2006）を

暖流の流れる大陸棚に設置して行えばよいと考えられ、具体

的な捕集可能海域として、フィリピン・台湾・沖縄～土佐湾、オ

ーストラリア東岸、フロリダ、アフリカ東岸などの大陸棚が挙げ

られる（ヨーロッパは海流温が低いため海水ウランの捕集には

適していない）。捕集に適する面積は世界で280万km2と見積

もられ（石本、2011）、その 4%を利用すると世界の一次エネル

ギーを賄うための 1 Mt が捕集可能である。捕集コストは現在

の鉱石ウランの 3 倍程度（日経産業新聞、2010）とされている

が、将来さらに低減できると予想される。ただし、軽水炉にお

けるウランの鉱石調達・製鉱コストは発電コストの 2.9%未満

（内閣府原子力委員会ウェブサイト）なので、海水ウランが現

在の鉱石ウランの 3 倍のコストであっても、発電コストの増加は

5.8%未満であり、再生可能エネルギーの発電コスト（資源エネ

ルギー庁、2009）より依然として割安である。また、沖縄～土佐

湾で捕集される海水ウランは我が国のエネルギー自給率の向

上に大きく寄与すると期待される。 
 以上のように、軽水炉で世界の一次エネルギー全てを賄うこ

とは、不可能ではなさそうだが、捕集に必要な面積の 11 万

km2 は広大であり、また、多量の核廃棄物の処理には非常な

困難が予想される。そこで、高速増殖炉の使用を検討してみ

る。軽水炉でウラン鉱石に含まれている 0.7%のウラン 235 のう

ち 0.6%までが使われ、高速増殖炉でウラン鉱石の 60%まで核



分裂可能と仮定すれば、単純計算では高速増殖炉のみを用

いると海水ウランの埋蔵量は 10 万年分～1 億年となる。ところ

が年間捕集量が先に述べた、河川から海洋へのウラン流入量

を下回ると、可採年数が飛躍的に大きくなることを以下に示

す。 
 地球の表面積は 5.1 x 108 km2 であり、その 71%が海とすれ

ば、大陸の面積は 1.5 x 108 km2 である。大陸地殻の平均厚さ

を 35 km とすれば、体積は 5.3 x 109 km3 である。大陸地殻の

平均比重を 2.85とすれば大陸地殻の質量は 1.51 x 1019 t であ

り、ウランは地殻に 3 ppm 含まれている（中嶋、1991）ので 45 
Tt となる。地殻から海水への流入は地殻中のウラニウム質量

に比例し初期値 27 kt/y、海底堆積物とプレートから地殻への

ウラン供給量は海底堆積物中のウラン質量に比例し、初期値

27 kt/y と仮定する。また、プレート運動が一定の割合で減速し

60 億年後に停止すると仮定する。海水ウランの捕集速度は高

速増殖炉で世界の一次エネルギーを賄える 10 kt/y とし、ウラ

ン 238 の半減期 45 億年も考慮して、シミュレーションしてみる

と、21 億年後までは地殻から海洋へ供給されるウランの量が

10 kt/yを超えている（Fig. 2中のC to S）ので過剰なウランは沈

殿し海水中のウラン濃度は一定である。つまり 21 億年間にわ

たってウラン 10 kt/y の捕集が可能である。それ以降は、地殻

から海洋へ供給されるウランの量が 10 kt/y を切り海水中のウ

ラン濃度が減少を開始するため、21 億年と比較すれば無視で

きるほどすぐに海水ウランは捕集不可能となる。なお、この議

論は高速増殖炉の使用を前提としているため、ウラン238の量

だけが問題で、崩壊に伴うウラン 235 の含有率低下は問題で

ない。 
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Fig. 2  Prediction on amount and flux of uranium. C: crust, S: 
seabed. 
 
6. 核融合発電 
 実現性が高いとされている、重水素とリチウムに中性子をあ

てて作った三重水素との核融合の場合、1 つの重水素原子と

1 つのリチウム原子から 12.6 MeV のエネルギーが発生する。

原子力発電の熱効率 33%を用いれば取り出せる電力は 405 
GJ/mol であり、2008 年のエネルギー消費量（IEA, 2010）、3.5

3 x 1020 J/y を賄うには、重水 8700 t/y、リチウム 6020 t/y が

必要である（遠心分離等により海水中の重水を濃縮したのち

電気分解で製造する重水素製造時の電力は核融合により発

生する電力の 1/700 とされているので無視した）。世界の海水

量を 13.6 x 1017 t、重水濃度を 0.0145%とすると重水は 197 
Tt 存在し、その 1/4 が抽出可能として 49 Tt であるから重水は

56 億年分あるが、リチウムの埋蔵量は 4.1 Mt である（西山、2
009）から 680 年分である。一方、海水中のリチウムは 230 Gt
といわれており（北九州私立大学国際環境工学部分離工学

研究室ウェブサイト、http://chemeng.env.kitakyu-u.ac.jp/researc
h/Lithium.pdf）、1/4 が捕集できれば、960 万年分となる。もち

ろん核融合の商業運転までには大幅な技術革新が必要であ

る。 
 3 つの重水素原子から 3He や三重水素を経てヘリウム・水

素・中性子を発生する反応なら 1 つの重水素原子あたり 4.8 
MeV のエネルギーを発生する。上記と同様に計算すれば重

水は約 21 億年分となるが商業運転にはさらに困難な課題を

克服する必要がある。 
 核融合発電では、炉壁が放射化する程度で、大量の核廃棄

物の生成はないが、これは核分裂発電と比べた場合、大きな

利点である。 
 
7. 結局どうすればいいのか？ 
 原発の耐震性や津波に対する安全性が十分でないことが福

島第一原子力発電所の事故で明らかになった。安全性を大

幅に向上させるために 2926 億円（泊 3号機の例、内閣府原子

力委員会資料、http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siry
o2003/siryo19/siryo1-2.pdf）の建設費が 1000 億円余計にかか

ったとし、運転期間は 50 年、稼働率を考慮して実質出力 70
万 kW とすれば、50 年で 3100 億 kWh 発電し、コスト上昇は k
Whあたり0.32円となる。安全性を向上させるといっても限度が

あり、ある設定値以上の津波や地震では事故が生じる可能性

があるので、原発の発電コストには補償・廃炉コストを上乗せし

積み立てておく必要もある。たとえば今回の福島のような 1000
年に一度の事故で一基あたり 2 兆円の補償・廃炉コストが予

想されると仮定すれば、予想される補償金は 2 兆円の 50/100
0 で 1000 億円、コスト上昇は kWh あたり 0.32 円である。合計

kWh あたり 0.64 円のコストは現状で kWh あたり 5.9 円といわ

れる（内閣府原子力委員会資料、http://www.aec.go.jp/jicst/N
C/tyoki/siryo/houkoku2/p51.pdf）原子力による発電コストを 1
1%押し上げ、原子力のシェアを下げるには十分な理由となる

が、強力な廃止理由にはならない。 
 かといって、仮に全ての一次エネルギーを現在と同じ規模の

原子力発電所で賄うと現在の 17 倍の核反応炉数となり、安全

が確保されたとしても安心感とは程遠い状況になろう。また、

高速増殖炉について元北大総長の丹保先生は「悪魔と契約

してでも人間は生き延びなければならないのか」という問いを

発せられている（吉田、2011）。 
 武田邦彦氏は、「100 年前の人間が現代の技術を想像もで

きなかったように、我々も 100 年後の技術を想像できるわけが



なく、100 年後は我々の想像もできない画期的な技術ができ

ているから心配ない」という意を述べている（同氏ウェブサイ

ト）。筆者はこの意見に基本的に同意するものの、心配ないと

はいっても、やはり、そのときそのときで最善と思われる選択を

する方がよいと考える。筆者の考える最善の選択は、今のとこ

ろ以下のようである。 
 まず、二酸化炭素削減を目指して軽水炉を大幅に増設する

ことは止めたほうがいい。特にアジアの島国・半島国など我が

国同様の地震国での新設は控えるべきであろう。大陸にある

安定した岩盤の国々でも、研究開発・建設・解体・廃棄物処理

や電力需要平準化に関わる揚水発電コストを考えると、本当

に原子力発電所が二酸化炭素を削減しているのか疑わしく、

仮に二酸化炭素を削減しているとしても、IPCC の AR4（IPCC, 
2007）に基づいて計算した 2050 年における気温の抑制効果

は二酸化炭素排出 1%削減あたりたったの 0.012oC である（藤

井、2011）。IEA によると 2050 年までに 1920 基の原子力発電

所を建設すると CO2 排出は 9%削減できる（西田、2010）。つま

り、原子力発電所の温暖化削減効果は 1 基あたりわずか

0.000056oC である。また、軽水炉によるウランの大量消費が行

われると将来の高速増殖炉用のウランが足りなくなるということ

もあり得る。したがって、安全性を大幅に向上させる技術開発

に注力するとともに、予想される最大の地震・津波に耐えられ

ない炉は定期点検後に順次停止する。安全性が確保できた

炉は運転を再開し、将来の海水ウランに備えるべきと考える。

安全性の審査は公正な機関によりガラス張りで行われるような

システムを構築する必要がある。また、使用済み燃料は速や

かに処理し、高レベル放射性廃棄物も速やかに地層処分して

しまう必要があろう。 
 原発を推進しない分、化石エネルギーからの二酸化炭素排

出は増加するが、どうしても削減したければ米・中・印の非効

率な石炭火力発電所の効率を日本並みに引き上げることによ

って原発 216 基分削減できる（橋口、2010）。あるいは、エネル

ギー枯渇を早めるが CCS (Carbon dioxide Capture and 
Storage)でも削減できる。この他に世界の人口安定化は言わ

ずもがなであり（藤井、2011）、日本は地震予知・津波対策にも

っと真剣に取り組む必要があろう。 
 最後に、いわゆる再生可能エネルギー・自然エネルギーに

ついて一言二言述べておきたい。 
 まず、直訳のため仕方がないのかもしれないが、エネルギー

密度が薄く、現在の技術ではごく一部しか利用できないため

に、一見無尽蔵にあるかのようにみえるエネルギーのことを再

生可能エネルギーと呼んでいるようである。しかしながら、エネ

ルギー保存則が成り立つ限り、エネルギーに消滅も再生もな

く、言葉の使い方が明らかにおかしい。 
 次に、自然エネルギーなど言わずともエネルギー資源は全

て自然である。たとえば、太陽エネルギーは自然な核融合か

ら発生する可視光線を中心とする自然な電磁波であり、地熱

は自然な U, K, Th の自然な同位体崩壊や自然な微惑星衝突

の熱であり（The KamLAND Collaboration, 2011）、水力は太

陽エネルギーが運び上げた水の位置エネルギーを利用す

る。風力や波力は太陽エネルギーに起因する大気や海水の

対流エネルギーを利用する。 
 これらと同じように、ウランは自然な超新星爆発時の自然な

核融合で生成した。石炭・石油・天然ガスは自然の樹木や植

物プランクトンなどが自然に埋没して自然の地熱エネルギー

や自然なバクテリアによる分解・還元や自然な重力に起因す

る地圧の作用でできた。 
 これに対して、水素は人間がエネルギーを加えて天然ガス

や水から作るものでエネルギー資源ではない。バイオエタノー

ルは、自生の樹木といった立派なエネルギー資源を、または、

天然の森林を人間が大量に破壊して造成した畑で人間が大

量の石油を用いて作ったサトウキビなどをさらに、人間がエネ

ルギーを加えて加工し作った工業製品であり、自然エネルギ

ーどころかエネルギー資源ですらない。 
 原子力は核分裂炉を使うから自然エネルギーではないとい

うならば、工場で作った太陽光パネルを使う太陽光エネルギ

ーや、工場で作った発電機を用いる風力エネルギーも自然エ

ネルギーではないことになる。 
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